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小売業態の変革の理論的考察 
― チャネル革新がもたらすオムニチャネル業態 ― 
 
The theoretical of Change of Retail sales business type: 
Change of Channel brings Omni Channel type 
 












1-5. SM 業態の変革 
1-6. コンビニエンスストア業態の革新 











































して価格下落を助長した。GMS の PB 商品の台頭により、NB 商品の店頭シェ
アを侵食するなど店頭陳列シェアに大きな影響を与えるなど、小売業界におけ





















がりで、2014 年度には同業態の全体の売上高が初めて 10 兆円を突破している。 
 
【表 1 日本の小売業売上高ランキング】 
 












トーヨーカ堂は 2016 年以降 5 年間で全店舗 180 店のうち 40 店を閉鎖する。
ユニーグループの GMS アピタなども数十店規模の閉鎖を予定している。また、
年度
順位 社名 業態 社名 業態 社名 業態 社名 業態 社名 業態
① 三越 百貨店 ダイエー GMS ダイエー GMS セブンイレブン コンビニ セブンイレブン コンビニ
② 大丸 百貨店 イトーヨーカ堂 GMS セブンイレブン コンビニ イオン GMS イオン GMS
③ 高島屋 百貨店 西友 GMS イトーヨーカ堂 GMS ヤマダ電機 専門店 ローソン コンビニ
④ 鉄道弘済会 キヨスク ジャスコ GMS ジャスコ GMS イトーヨーカ堂 GMS ファミリーマート コンビニ
⑤ 松坂屋 百貨店 西武百貨店 百貨店 ローソン コンビニ ローソン コンビニ ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ 専門店
⑥ ダイエー GMS 三越 百貨店 マイカル GMS ファミリーマート コンビニ ヤマダ電機 専門店
⑦ 西武百貨店 百貨店 セブンイレブンコンビニ 高島屋 百貨店 ｻｰｸﾙKｻﾝｸｽ コンビニ イトーヨーカ堂 GMS
⑧ 西友ストア GMS ニチイ GMS 西友 GMS エディオン 専門店 三越伊勢丹 百貨店
⑨ 阪急百貨店 百貨店 高島屋 百貨店 ユニー GMS 高島屋 百貨店 J.ﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ 百貨店
⑩ 伊勢丹 百貨店 大丸 百貨店 ファミリーマートコンビニ ダイエー GMS 高島屋 百貨店


























クルを描き衰退業態と位置付けられ、GMS はダイエー誕生から 60 年で苦境に













【図 1 小売アコーディオン理論】 
Hollander.S.C.“Notes on the Retail Accordion Theory”を参照に 
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年の 6.2 兆円まで減少している 4)。このような状況のなか、百貨店各社は生き
残りをかけ、続々と再編に着手した。2003 年に、そごうと西武百貨店とでミレ
ニアムリテイリングを発足させたのを契機に、2007 年 9 月には、松坂屋と大
丸が経営統合し、J．フロントリテイリングが誕生した。また、同年 10 月には、
阪神百貨店と阪急百貨店が統合し、エイチ・ツー・オーリテイリングが誕生し




【表 2 百貨店売上高ランキング変遷】 
 






































































扱っている従業者が 50 人以上で、売り場面積の 50%以上についてセルフサー
ビス方式をとっていることである。売場面積については、3000 ㎡以上（東京特
別区および政令都市は 6000 ㎡以上）の「大型 GMS」と、3000 ㎡未満（同 6000




































































































を閉鎖した。2011 年 3 月期に 2 兆 1533 億円に達した売上高は、2015 年 3 月
60 





















































































1-5. SM 業態の革新 
スーパーマーケット（SM）とは、主に食品中心のスーパーマーケットのこ
とをいう。経済産業省の商業統計業態分類によれば、食品の売上構成比が 70%









































飲食料品を扱い、売り場面積 30 ㎡以上 250 ㎡未満、営業時間が 14 時間以上の
セルフサービス方式をとっている業態とされている 12)。コンビニエンスストア
は、1974 年に東京の豊洲でセブン・イレブンが第 1 号店をオープンしてから
42 年が経過した。日本フランチャイズチェーン協会の発表によると、店舗数は、











































































































































































めている（図 2）。株式会社セブン&アイ・ホールディングスの 2016 年 2 月期
の決算発表によると「omni7」の初年度売上高は 1418 億円だった。セブン&ア
イグループ全体の売上高が 6 兆 457 億円なので、オムニチャネル売上高比率は
2.3%になる 15)。「omni7」は今後、オムニチャネル専属の商品開発を進め、現
状 300 万アイテムを 2018 年までに 600 万アイテムにし、売上高 1 兆円を目指
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